
令和 7 年 1 月 23 日 

公募型プロポーザル質問回答書 

業務名：し尿処理施設清澄苑維持管理業務 

番号 質問内容 回 答 

1 

【プロポーザル実施要領】６ 選定方法

及び選定結果通知について 

 

ヒヤリングの開催場所をご教示くださ

い。 

また、実施する会場の下見や、発表に伴

う機材の接続確認の時間を設けていただ

けますでしょうか。 

開催場所は、「美らグリーン南城」（最終処

分場）水処理棟会議室を予定しておりま

す。時間等合わせて別にて案内いたしま

す。 

 

会場の現地確認については、事前にご連絡

いただければ調整のうえ、対応いたしま

す。 

２ 

【プロポーザル実施要領】８ その他に

ついて 

 

「本案件に係る情報公開請求があった場

合には、南部広域行政組合情報公開条例

に基づき、提出書類を公開することがあ

る。」と記載ございますが、提案書には技

術に関わる事項が多数ございます。公開

する際は開示する内容について協議させ

ていただきたく、お願い申し上げます。 

南部広域行政組合情報公開条例及び関係

法令に基づき公開します。 

ただし、本プロポーザルおける提案書に技

術に関わる事項がある場合には協議しま

す。 

3 

【プロポーザル実施要領】８ その他に

ついて 

 

「一定の適格性を満たす参加者がいない

ときは、受注候補者を選出しない場合が

ある。」と記載ございますが、「一定の適

格性」の基準をご教示ください。 

ヒヤリング審査おける配点が最低評価基

準点数に満たない場合や本公募型プロポ

ーザル期間中において、参加表明者の不適

格な事案が発生した場合等、公募型プロポ

ーザル選定委員会にて決定する。 

4 

【仕様書】第１４条 受注者の創意工夫

について 

 

創意工夫により効率化を図った提案なら

びに受託期間中における改変（貴組合と

協議の上、了承されたもの）が可能であ

本業務は、仕様発注であるとの認識です。 



ることから、本業務は性能発注であると

の認識でよろしいでしょうか。 

5 

【仕様書】第２０条 小修理について 

 

小修理の判断基準として、高所作業や特

殊工具を扱うものは除くという認識でよ

ろしいでしょうか。 

また、小修理か否かの判断に受託者とし

て疑義が生じる場合は、協議させていた

だける認識でよろしいでしょうか。 

高所作業については、墜落防止対策を講じ

たうえで発注者が判断し業務指示します。 

特殊工具を扱う作業については、特殊工具

備え付けの有無及び従業者の技能等を発

注者が判断し業務指示します。 

小修理か否かの判断は、従業者の技能等を

発注者が判断し業務指示します。 

6 

基準となる公共労務単価を用いて、提案

上限額を積算されていると考察いたしま

す。 

基準となる単価が上昇した際は、上昇に

合わせて契約変更協議が可能であるとい

う認識でよろしいでしょうか。 

受注者の申し出に応じて、契約価格につい

て協議いたします。 

7 

【特記仕様書】6 水質基準値について 

 

水質基準値の遵守は、本施設の処理能力

（34 ㎘/日）以上の搬入を行った場合、

この限りではないという認識でしょう

か？ 

搬入時期によっては、34kℓ/日以上の搬入

もあるため、受入槽を活用し、水処理を 34

㎘/日で行うことになりますので水質基準

値を善管注意のもと、遵守です。 

8 

【特記仕様書】7，8 悪臭基準値、騒音

基準値について 

 

悪臭、騒音の基準値をご教示ください。 

【悪臭】敷地境界線上における規制基準の

許容限度「１５」 

【騒音】敷地境界線上において午前６時か

ら午後８時まで「60 ホン以下」、午前８時

から午後７時まで「65 ホン以下」、午後７

時から午後９時まで「60 ホン以下」、午後

９時から翌日の午前６時まで「55 ホン以

下」 



9 

【特記仕様書】１１ 運転日について 

 

「② 台風発生時の暴風雨警報が発令し

た場合（公共交通機関停止）は運転停止

とする。ただし、運転開始の判断基準は、

別に定める」と記載がございますが、判

断基準の詳細をご教示ください。 

基準として暴風雨警報が解除され公共交

通機関が１５時までに開始された場合は、

施設の被害状況等を踏まえ、安全が確保さ

れれば運転開始となります。 

10 

【特記仕様書】１２ 搬入日及び搬入受

付時間について 

 

「② 搬入受付：８時３０分から１２時

００分、１３時００分から１７時００分

までとする。」と記載がございますが、「南

部広域行政組合一般廃棄物の設置及び管

理運営に関する条例施行規則」では搬入

受付時間が１６時３０分までとなってお

ります。１６時３０分を正と考えてよろ

しいでしょうか。 

１３時００分～１７時００分 誤 

１３時００分～１６時３０分 正 

へ訂正いたします。 

11 

【特記仕様書】別紙２ 委託業者範囲に

ついて 

 

「⑪ し渣、夾雑物搬出に関する業務」

は運搬を含まないという認識でよろしい

でしょうか。 

運搬まで含む場合、車両は発注者から貸

与いただけるという認識でよろしいでし

ょうか。 

運搬を含みます。 

運搬車両ついては、必要であれば貸与しま

す。 

12 

【特記仕様書】別紙２ 委託業務の範囲

ついて 

 

「⑰ 施設内外の除草、清掃等環境整備

に関する業務」における施設外として対

象とする具体的な範囲をご教示くださ

い。 

別添資料 1 に示す黄線内が対象とする範

囲です。 



13 
本契約における契約書（案）（約款を含む）

のご提示をお願いいたします。 

契約書（案）（約款を含む）資料を添付しま

す。 

別添資料２ 

14 
本施設のネット環境について、詳細をご

教示ください。 

ＮＴＴ西日本の設備部門で検討中と伺っ

ています。 

15 
本施設における直近３年間の搬入量の実

績及び施設稼働率をご教示ください。 

 R3 R4 R5 

搬入量（ｔ） 10,750 10,902 10,800 

稼働率（％） 91 92 91 

16 
本公募において、遵守する地元要件（地

域協定等）はございますか。 

【特記仕様書】「14.従業者の優先採用」で

す。 
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委 託 業 務 契 約 書 （案） 

 

１ 件 名   し尿処理施設 清澄苑 維持管理業務 

 

２ 履 行 期 間   着手 令和 7 年 4 月 1日  

           完了 令和 10 年 3 月 31 日（3 年間） 

 

３ 契 約 金 額   ￥ 〇〇〇〇―  

（内取引に係る消費税の額 ￥〇〇〇〇 ） 

 

令和７年度契約額 ￥〇〇〇〇－（消費税含む） 

令和８年度契約額 ￥〇〇〇〇－（消費税含む） 

令和９年度契約額 ￥〇〇〇〇－（消費税含む） 

 

４ 契約保証金   免除 

         （南部広域行政組合契約規則第 35 条第 1 項第 8 号に該当するため） 

 

５ 特 記 事 項 

（１）本契約は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 214 条に定める債務負担行

為に基づく契約である。 

（２）本契約に基づく契約金額の支払いについては、別表に定める各月の支払金額を

第 15 条の規定に基づき請求、支払いを行うものとする。 

 

 上記の委託業務について、発注者と受注者は、各々対等な立場における合意に基づい

て、別添の条項によって公正な委託業務契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行

するものとする。 

 本契約の証として本書 2 通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自 1 通を保有する。 

 

 令和 7 年 月 日 

発注者                         

住  所                       

名  称                       

氏  名                     

 

受注者     

             住   所                  

名   称        

氏   名         

 

 

別添資料２
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契 約 約 款 

 

（総則） 

第 1 条 発注者及び受注者は、契約書及びこの約款（以下「契約書」という。）に基づき、

別添仕様及び図面等（以下「仕様書」という。)に従い、日本国の法令を遵守し、この

契約を履行しなければならない。 

２ 受注者は、常に善良なる管理者の注意をもって、契約書に記載する契約期間、仕様

書等により日々履行することとされている業務又は指定する日までに履行すること

とされている業務について、仕様書等に従い、それぞれ日々又は指定する日（以下「指

定期日」という。）までに履行するものとし、発注者は、履行が完了した部分に係る

代金を支払う。 

３ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

４ この契約書に定める請求、通知、申出、承諾及び解除は、書面により行わなければ

ならない。 

５ この契約書の履行に関して発注者受注者間で用いる言語は、日本語とする。 

６ この契約書に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。 

７ この契約書及び仕様書等における期間の定めについては、この契約書又は仕様書等

に特別の定めがある場合を除き、民法（明治 29 年法律第 89 号）及び商法（明治 32

年法律第 48 号）の定めるところによるものとする。 

８ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

９ この契約に係る訴訟については、発注者の事務所の所在地を管轄する日本国の裁判

所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。 

（権利の譲渡等） 

第 2 条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、継承させ、

又は担保の目的に供することができない。ただし、発注者の承諾を得たときは、この

限りでない。 

（一括再委託の禁止） 

第 3 条 受注者は、この契約について委託業務の全部又は主要な部分を一括して第三者

に委託することができない。ただし、あらかじめ発注者の承諾を得たときは、この限

りでない。 

（一般的損害等） 

第 4 条 この契約の履行に関して発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）につい

ては、受注者がその費用を負担するものとする。ただし、その損害のうち、発注者の

責に帰すべき理由により生じたものについては、発注者が負担する。 

（業務責任） 

第 5 条 受注者は、受託業務履行の管理・運営に必要な知識、技能、資格及び経験を有

する者を業務責任者として選任しなければならない。 

２ 業務責任者は業務の円滑な管理・運営に努め、現場を総括する。 

 

 



3 

 

（履行報告） 

第 6 条 発注者は、必要と認めるときは、業務責任者に対して契約の履行状況等につい

て報告を求めることができる。 

（検査） 

第 7 条 受注者は、仕様書等により指定期日までに履行することとされている業務を履

行したときは、直ちに、発注者に対して完了届を提出して検査を受けなければならな

い。 

２ 前項の規定にかかわらず、発注者は、必要があると認めるときは、日々履行するこ

ととされている業務の履行に係る完了届の提出については、当月分の完了届をまとめ

て月１回提出することを指示することができる。 

３ 前項の場合において、受注者は、日々の完了届に代えて業務を履行した旨記載した

業務履行日誌等を作成の上、これを発注者に提示して検査を受けなければならない。 

４ 受注者は、あらかじめ指定された日時において、第 1 項の検査に立ち会わなければ

ならない。 

５ 受注者は、第 1 項の検査に立ち会わなかったときは、検査結果について異議を申し

立てることができない。 

６ 受注者は、第 1 項の検査に合格をしたときをもって当該検査に合格した部分に係る

履行を完了したものとする。 

（再履行） 

第 8 条 発注者は、受注者が前条第 1 項の検査に合格しないときは、期限を指定して再

履行を命ずることができる。 

２ 受注者は、前項の規定により再履行を命ぜられたときは、直ちに履行しなければな

らない。この場合において、再履行が終了したときは、発注者に届け出て、その検査

を受けなければならない。 

３ 前条第 4 項から第 6 項までの規定は、前項の検査に準用する。 

第 9 条 受注者が再履行に応じないとき、その他この契約から生ずる義務を履行しない

ときは、発注者は、受注者の負担でこれを執行することができるものとする。なお、

このために受注者に損害が生じても、発注者は賠償の責任を負わないものとする。 

（指定期日の延期等） 

第 10 条 受注者は、仕様書等により指示された業務を指定期日までに終了することがで

きないときは、その理由を明示して、指定期日前に発注者に対して指定期日の延期を

申し出ることができる。 

２ 前項の規定による申出があった場合において、その理由が受注者の責に帰すること

ができないものであるときは、発注者は、指定期日の延期を認めることがある。 

（遅延違約金） 

第 11 条 受注者の責に帰すべき理由により、仕様書等により指示された業務を指定期日

までに終了することができない場合において、指定期日経過後相当の期間内に終了す

る見込みのあるときは、発注者は、受注者から遅延違約金を徴収して指定期日を延長

することができる。 

２ 前項の遅延違約金の額は、指定期日の翌日から委託業務を終了した日までの日数に
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応じ、契約金額に政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和二十四年法律第二百

五十六号）第 8 条の規定に基づき財務大臣が定める率（年当たりの場合は閏年の日を

含む機関についても、365 日の割合とする。）を乗じて計算した額（100 円未満の端数

があるとき又は 100 円未満であるときは、その端数額又はその全額を切り捨てる。）

とする。 

３ 第 8 条第 1 項の規定による再履行が、同項で指定した期限を超えるときは、受注者

は、前項の規定により違約金を納付するものとする。 

４ 前 2 項の違約金の計算の基礎となる日数には、検査に要した日数を算入しない。 

（契約内容の変更等） 

第 12 条 発注者は、必要があると認めるときは、受注者と協議の上、この契約の内容を

変更し、又は履行を一時中止させることができる。 

２ 前項の規定により契約金額を変更するときは、発注者と受注者が協議して定める。 

（天災その他不可抗力による契約内容の変更） 

第 13 条 契約締結後において、天災事変その他の不測の事件に基づく日本国内での経済

情勢の激変により契約内容が著しく不適当と認められるに至ったときは、その事情に

応じ、発注者又は受注者は、相手方と協議の上、契約金額その他の契約内容を変更す

ることができる。 

（契約保証金） 

第 14 条 前 12 条の規定により契約内容を変更する場合において、契約金額が増加する

ときは、その増加の割合に応じて契約保証金の額を変更するものとする。 

２ 前項の規定により契約保証金の額を変更したときは、発注者はその差額を納入させ

る。ただし、次の各号の一に該当するときは、受注者は、さらに納入を要しない。 

 （１）即納保証金が、変更後の契約金額の 100 分の 10 以上であるとき。 

 （２）検査に合格した履行部分がある場合において、既納保証金が、変更後の契約金

額から検査に合格した履行部分に対する契約金額相当額を控除した額の 100 分の

10 以上あるとき。 

３ 発注者は、受注者が契約の履行をすべて完了し、第 15 条の規定により契約代金を請

求したとき又は第 17 条若しくは第 18 条の規定により契約が解除されたときは、受注

者の請求に基づき 30 日以内に契約保証金を返還する。 

４ 契約保証金に対しては、その受入期間につき利息を付さない。 

（契約代金の支払い） 

第 15 条 受注者は、第 7 条又は第 8 条の規定による検査に合格したときは、発注者が

仕様書等により代金の請求日を別に定める場合を除き、当該月分の履行に係る代金を

毎月 1 回翌月初日以降に発注者に対して請求することができる。 

２ 受注者は、指定された日までに履行することとされている業務に係る代金を請求す

る場合において、日々履行することとされている業務に係る代金があるときは、当該

代金を合算して請求するものとする。 

３ 発注者は、受注者から第 1 項による請求を受けたときは、その日から起算して 30

日以内に、代金を支払わなければならない。 
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４ 発注者は、前項の期間内に代金を支払わないときは、受注者に対し支払金額に政府

契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和二十四年法律第二百五十六号）第 8 条の規

定に基づき財務大臣が定める率（年当たりの場合は閏年の日を含む機関についても、

365 日の割合とする。）を乗じて計算した額（100 円未満の端数があるとき又は 100

円未満であるときは、その端数額又はその全額を切り捨てる。）を遅延利息として支

払うものとする。 

（発注者の解除権） 

第 16 条 発注者は、次の各号の一に該当する場合は、この契約を解除することができる。 

 （１）受注者が指定期日までに履行することとされている業務を履行しないとき、又

は履行する見込みが明らかにないと発注者が認めるとき。 

 （２）受注者又はその代理人若しくは使用人が契約の締結又は履行に当たり、不正な

行為をしたとき。 

 （３）受注者又はその代理人若しくは使用人が正当な理由なく、発注者の監督又は検

査の実施に当たり、その職務の執行を妨害したとき。 

 （４）受注者が地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167条の第 4 第 1 項の

規定に該当すると判明したとき。 

 （５）前各号のほか、受注者が、この契約に基づく義務を履行しないとき。 

 （６）第 18 条の規定によらないで、受注者から契約解除の申出があったとき。 

２ 前項の規定により契約が解除された時は、契約保証金は、発注者に帰属する。 

３ 受注者は、契約保証金の納付がなく、第 1 項の規定により契約が解除されたときは、

契約金額の 100 分の 10 に相当する額を違約金として発注者に納付しなければならな

い。この場合において、検査に合格した履行部分があるときは、契約金額から当該履

行完了部分に対する契約金額相当額を控除した額の 100 分の 10 に相当する額を違約

金とする。 

（談合その他の不正行為による解除） 

第 16 条の２ 発注者は、受注者がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当したと

きは、契約を解除することができる。 

 （１）公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正

取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号、以下「独占禁止法」という。）

第 48 条第 4 項、第 53 条の３又は第 54 条の規定による審決（同法第 54 条第 3 項

の規定による該当する事実がなかったと認められる場合の審決を除く。）を行い、

当該審決が確定したとき（独占禁止法第 77 条の規定により、この審決の取り消し

の訴えが提訴されたときを除く。）。 

 （２）公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして独占禁止法第 48 条の２第

１項の規定による課徴金の納付を命じ、当該課徴金納付命令が同法第 48 条の２第

6 項の規定により、確定した審決とみなされたとき。 

 （３）受注者が、公正取引委員会が受注者に違反行為があったとして行った審決に対

し、独占禁止法第 77 条の規定により審決取消しの訴えを提起し、その訴えについ

て請求棄却又は訴え却下の判決が確定したとき。 
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 （４）受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）が刑法（明

治 40 年法律第 45 号）第 96 条の３又は同法第 198 条の規定による刑が確定したと

き。 

２ 前条第 2 項及び第 3 項の規定は、前項の規定による解除の場合に準用する。 

（協議解除） 

第 17 条 発注者は、必要があるときは、受注者と協議の上、この契約を解除することが

できる。 

２ 発注者は、前項の解除により受注者に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しな

ければならない。 

（受注者の解除権） 

第 18 条 受注者は、次の各号の一に該当する場合は、この契約を解除することができる。 

 （１）第 12 条の規定により、発注者が履行を一時中止させ、又は一時中止させようと

する場合において、その中止期間が 3 月以上に及ぶとき、又は契約期間の 3 分の 2

以上に及ぶとき。 

 （２）第 12 条の規定により、発注者が契約内容を変更する場合において、当初の契約

金額の 2 分の 1 以下に減少することとなるとき。 

２ 前条 2 項の規定は、前項の規定により契約が解除される場合に準用する。 

（契約解除に伴う措置） 

第 19 条 契約が解除された場合において、検査に合格した履行部分があるときは、発注

者は、当該履行完了部分に対する代金相当額を支払うものとする。 

２ 受注者は、契約が解除された場合において、貸与品又は支給材料等があるときは、

遅滞なく発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品又は支給

材料等が受注者の故意又は過失により滅失又は棄損したときは、代品を納め、若しく

は現状に復して返還し、又はこれらに代えてその損害を賠償しなければならない。 

３ 受注者は、契約が解除された場合において、履行場所等に受注者が所有する材料、

工具その他の物件があるときは、受注者は遅滞なく当該物件を撤去（発注者に返還す

る貸与品、支給材料等については、発注者の指定する場所に搬出。以下本条において

同じ。）するとともに、履行場所等を原状に復して発注者に明け渡さなければならな

い。 

４ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せ

ず、又は履行場所等の原状回復を行わないときは、発注者は、受注者に代わって当該

物件を処分し、履行場所等の原状回復を行うことができる。この場合においては、受

注者は、発注者の処分又は原状回復について異議を申し出ることができず、また、発

注者の処分又は原状回復に要した負担をしなければならない。 

５ 第 2 項及び第 3 項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、契

約の解除が第 16 条又は 16 条の２の規定によるときは発注者が定め、第 17 条又は前

条の規定によるときは、発注者と受注者が協議して定めるものとする。 

（賠償の予定） 

第 20 条 受注者は、第 16 条の２第 1 項各号のいずれかに該当するときは、発注者が契

約を解除するか否かを問わず、賠償金として、契約金額の 10 分の 1 に相当する額を
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支払わなければならない。契約を履行した後も同様とする。ただし、次に揚げる場合

は、この限りでない。 

（１） 第 16 条の２第 1 項第 1 号から第 3 号までのうち、審決の対象となる行為が、

独占禁止法第 2 条第 9 項に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年 6 月 18 日公正

取引委員会告示第 15 号）第 6 項で規定する不当廉売の場合、その他発注者が

特に認める場合。 

 （２）第 16 条の２第 1 項第 4 号のうち、受注者が刑法第 198 条の規定による刑が確

定した場合。 

２ 前項の規定は、発注者に生じた実際の損害額が前項に規定する賠償金の額を超える

場合においては、超過分につき賠償を請求することを妨げるものではない。 

（相殺） 

第 21 条 発注者は、受注者に対して有する金銭債権があるときは、受注者が発注者に対

して有する契約代金請求権及びその他の債権を相殺し、不足があるときは、これを追

徴する。 

（個人情報の保護） 

第 22 条 受注者は、この契約による事務を処理するために個人情報の取り扱いについて

は、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

（反社会的勢力の排除） 

第 23 条 発注者は、受注者又は受注者の下請負者及びその代表者、責任者、実質的に経

営権を有する者（下請負が数次にわたるときはその全てを含む）が次の各号の一に該

当する場合、何らの催告を要さずに、契約を解除することができる。 

 （１）暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋その他の反社会的

勢力（以下、まとめて「反社会的勢力」という。）に属すること認められるとき。 

 （２）反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

 （３）反社会的勢力を利用していると認められるとき。 

 （４）反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をして

いると認められるとき。 

 （５）反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

 （６）自ら又は第三者を利用して、発注者又は発注者の関係者に対し、詐術、暴力的

行為、または脅迫的言辞を用いたとき。 

 （７）反社会的勢力の一員であることを知りながら、その者を雇用し若しくは使用し

ていると認められるとき。 

 （８）下請け契約若しくは資材、原材料等の購入契約その他の契約に当たり、その相

手方が第 1 号から第 7 号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契

約を締結したと認められるとき。 

 （９）受注者が、第 1 号から第 7 号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、

原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（第 8 号に該当する場合を

除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わ

なかったとき。 

２ 発注者は、前項の規定により、個別契約を解除した場合には、受注者に損害が生じ
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ても発注者は何らこれを賠償ないし補償することは要せず、また、かかる解除により

発注者に損害が生じたときは、受注者はその損害を賠償するものとする。賠償額は発

注者、受注者が協議して定める。 

第 24 条 受注者は、受注者又は受注者の下請負者（下請負が数次にわたるときは、その

全てを含む。）が反社会的勢力による不当要求または工事妨害（以下「不当介入」と

いう。）を受けた場合には、断固としてこれを拒否し、または下請負者を断固として

これを拒否させるとともに、不当介入があった時点で、速やかに発注者にこれを報告

し、発注者の捜査機関への通報及び発注者への報告に必要な協力を行うものとする。 

２ 受注者が正当な理由なく前項に違反した場合、発注者は何らの催告を要さずに、個

別契約を解除することができる。 

第 25 条 受注者又は受注者の下請負者（下請負が数次にわたるときはその全てを含む。）

は、反社会的勢力のいずれでもなく、また、反社会的勢力が経営に実質的に関与して

いる法人等でないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。 

（秘密の保持） 

第 26 条 受注者は、この契約により知り得た発注者の業務上の秘密を外部に漏らし、又

は他の目的に利用してはならない。受注者がこの契約の履行を完了したとき（第 23

条から第 24 条までの規定により、発注者又は受注者がこの契約を解除した場合を含

む。）後も同様とする。 

（疑義の決定等） 

第 27 条 この契約書の各条項若しくは仕様書等の解釈について疑義が生じたとき、又は

この契約書若しくは仕様書等に定めのない事項については、発注者受注者協議の上定

めるものとする。 
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（別記） 

 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第 1 受注者は、個人情報保護の重要性を認識し、この契約による業務の実施に当たっ

ては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱を適正に行わなけ

ればならない。 

（秘密の保持） 

第２ 受注者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはなら

ない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

２ 受注者は、この業務に従事している者に対して、在職中及び退職後において、この

契約による業務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用し

てはならないことを周知しなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第３ 受注者は、この契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、業務を

達成するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により行わなければならない。 

（適正管理） 

第４ 受注者は、この契約による業務関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及び古拙

の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（利用及び提供の制限） 

第５ 受注者は、発注者の指示又は承認かあるときを除き、この契約による業務に関し

て知り得た個人情報を契約の目的以外の目的に利用し、又は提供してはならない。 

（複写、複製の禁止） 

第６ 受注者は、この契約による業務を処理するために発注者から提供された個人情報

が記録された資料等を、発注者の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

（再委託の禁止等） 

第７ 受注者は、この契約による個人情報を取り扱う業務を第三者に委託してはならな

い。ただし、あらかじめ発注者の書面による承諾を受けたときは、この限りでない。 

２ 受注者は、発注者の承諾により第三者に個人情報を取り扱う業務を再委託する場合

には、発注者が受注者に求めた個人情報の保護に関し必要な措置と同様の措置を当該

第三者に求めなければならない。 

３ 受注者が発注者の承諾により第三者に個人情報を取り扱う業務を再委託したときは、

委託業務に係る当該第三者の行為は、受注者の行為とみなす。 
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（資料等の返還等） 

第８ 受注者は、この契約による業務を処理するため発注者から提供を受けた個人情報

が記録された資料等は、業務完了後直ちに発注者に返還するものとする。ただし、発

注者が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

２ 受注者は、この契約による業務を処理するため受注者自らが収集し、又は作成した

個人情報が記録された資料等は、業務完了後速やかに、かつ確実に廃棄又は消去する

ものとする。ただし、発注者が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

（個人情報の運搬） 

第９ 受注者は、この契約による業務を処理するため、又は業務完了後において個人情

報が記録された資料等を運搬するときは、個人情報の漏えい、紛失又は滅失等を防止

するため、受注者の責任において、確実な方法により運搬しなければならない。 

（実地調査） 

第 10 発注者は、受注者がこの契約による業務に関して取り扱う個人情報の管理の状況

について、随時実地に調査することができる。 

（指示及び報告等） 

第 11 発注者は、受注者がこの契約による業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理

を確保するため、受注者に対して必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは

資料の提出を求めることができる。 

（事故報告） 

第 12 受注者は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがあることを知っ

たときは、速やかに発注者に報告し、発注者の指示に従うものとする。 

（損害賠償） 

第 13 受注者は、その責めに帰すべき理由により、この契約による業務の処理に関し、

個人情報の取扱により発注者又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しな

ければならない。再委託先の責めに帰する事由により発注者又は第三者に損害を与え

たときも同様とする。 

（契約の解除） 

第 14 発注者は、受注者がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたときは、

この契約の全部又は一部を解除することができる。 
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別表【契約金額支払内訳（5 年間）】 

 

 

回 支払対象月 支払金額(税込) うち消費税等 回 支払対象月 支払金額(税込) うち消費税等

1 令和7年4月 20 令和8年11月

2 令和7年5月 21 令和8年12月

3 令和7年6月 22 令和9年1月

4 令和7年7月 23 令和9年2月

5 令和7年8月 24 令和9年3月

6 令和7年9月 小計

7 令和7年10月 25 令和9年4月

8 令和7年11月 26 令和9年5月

9 令和7年12月 27 令和9年6月

10 令和8年1月 28 令和9年7月

11 令和8年2月 29 令和9年8月

12 令和8年3月 30 令和9年9月

小計 31 令和9年10月

13 令和8年4月 32 令和9年11月

14 令和8年5月 33 令和9年12月

15 令和8年6月 34 令和10年1月

16 令和8年7月 35 令和10年2月

17 令和8年8月 36 令和10年3月

18 令和8年9月 小計

19 令和8年10月 合　計




